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<メディアデータ>

１.新聞の発行部数（毎年10月1日／日本新聞協会データより）
　2004年　53,021,564部　　　　　
　2011年　48,345,304部　　　　　
　2021年　33,027,135部　　　　　
　2022年　30,646,631部　　　　
　2023年　28,590,486部

２．新聞社の総売上高の推移
　社数　　総売上高　　　　　 販売収入　　   広告収入　　 その他　
　　2004年　96　　2兆3,797億円　　1兆2,573億円　　7,550億円　　3,674億円
　2011年　93　　1兆9,525億円　　1兆1,642億円　　4,405億円　　3,478億円
　2021年　86　　1兆4,690億円　　　　8,229億円　　2,669億円　　3,792億円
　2022年　86　　1兆3,271億円　　　　6,625億円　　2,577億円　　4,069億円
　　2023年（未発表）

３．民放売り上げ（民間放送連盟）
　2020年：193社＝売上1兆9,863億円（TV 1兆6,687億円）
　2022年：205社＝売上2兆3,335億円（TV 1兆7,620億円）
　　TBS　　2022年3,681億円
　　日テレ　 　　 4,139億円
　　テレ朝 　　　 3,045億円
　　フジ 　　　　 5,356億円
　　NHK／24年予算　6,591億円（6,021億円収入、570億円赤字）
　　20年7,204億円／21年6,900億円／22年6,890億円／23年6,720億円

４．広告費（電通調査）
[bookmark: _GoBack]　　　　　　　  総額　　　　　　新聞　　　　　 TV　　　　　　　  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ　  
　2018年　 6兆5,300億円　　4,784億円　　2兆  401億円　　　1兆7,589億円
　2019年　 6兆9,381億円　　4,547億円　　1兆9,872億円　　　2兆1,048億円
　2020年　 6兆1,594億円　　3,688億円　　1兆7,625億円　　　2兆2,290億円
　2022年　 7兆1,021億円　　3,697億円　　1兆8,019億円　　　3兆0,912億円
　2023年　 7兆3,167億円　　3,512億円　　1兆7,347億円　　　3兆3,330億円
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はじめに
　ニュースでは今日の大谷今日のクマ（山形県 寒河江美香）　6.28朝日川柳

　＜メディア産業＞
　　新聞・出版・映画／有料
　　放送もＮＨＫ受信料があるが民放は無料？／放送法による規制＝電波の規制：免許制度

１．戦前のメディアの状況
　　29条：日本国民は法律の範囲内において、言論、著作、印行、集会及び結社の自由を有る。
　　出版／1869年出版条例、1893年出版法（1949年5月廃止）
　　新聞／1875年新聞紙条例、1909年新聞紙法（1949年5月廃止）
　　映画／映画法1939年制定（1945年12月廃止）
　　放送／1925年放送開始（独：1923年開始　→　のちにゲッペルスがラジオを利用）

　＜ラジオ放送100年＞
　　1924（T13）年11月：社団法人東京放送局設立（総裁・後藤新平）
　　1925（T14）年：治安維持法施行、放送開始（東京、大阪、名古屋の三か所で）
　　1926（S01）年8月：三放送局合併し、日本放送協会発足（総裁・近衛文麿）

　＜政府主導で＞
　　当初「商業放送（民放）」発足予定
　　1923年9月、山本権兵衛内閣が「公益法人」運営に方針転換
犬養毅逓信大臣「放送は偉大なる広潘力、深刻なる徹底力を有する事業なるにつき・・・政府専掌に属　
　する事業」であり、民営では「公安保持、風教維持上危険が多く」「政府の監督容易なる組織」である必
　要がある、ということでスタートから政府の監督下におかれ、検閲は厳しく、放送内容が不適切と逓信省
　が認めれば、放送途中でも「直ちに電源を遮断」できた。

２．ＮＨＫの戦後再出発と電波監理委員会

1945年9月22日　ＧＨＱ：「日本ニ与フル放送準則」を指令。
1945年12月　ＧＨＱ：「ＮＨＫの再組織に関する覚書」放送委員会の設置

（１）連合国軍最高司令官総司令部(ＧＨＱ)による「放送委員会」設置と高野会長
　　　ＮＨＫの民主的改革のための民間人17人からなる委員会／委員長・浜田成徳（東京芝浦電気電子工業
研究所所長、のちに東北大学教授）。委員に土方与志、滝川幸辰、宮本百合子、加藤シヅエ、荒畑寒村、
岩波茂雄、馬場恒吾、槙ゆう子（日本共産党婦人部員の肩書で）瓜生忠夫、島上善五郎ら
　　①会長選出　②協会の再組織　③放送倫理規定の作成　④放送に関する提言

　会長に高野岩三郎（大原社会問題研究所所長）を選出
　＜高野就任挨拶（1946.4.30）＞
「ラジオを通ずる新日本建設の事業は、それが民主日本の建設である以上、その対象は非常に広汎な国
　民大衆であり、勤労大衆がその中核である。したがって、ラジオはこの大衆とともに歩み、大衆のために
　奉仕せねばならぬ。太平洋戦争中のように、もっぱら国家権力に駆使され、国家目的のため利用されるこ
　とは、厳にこれを慎まなければならない」「大衆とともに歩むことは、大衆にこび、盲従することであっ
　てはならない。ラジオの真の大衆性は、大衆とともに歩み、大衆とともに手を取り合い、大衆に一歩先ず
　ることである」
髙野は戦後、鈴木安蔵、森戸辰男、馬場恒吾らと憲法研究会を設立、「憲法草案要綱」発表。この憲法
　草案要綱は、ＧＨＱが憲法草案を作る際に参考にしている。高野はこれとは別に大統領制・土地国有化な
　どを盛り込む「日本共和国憲法私案要綱」を発表。天皇制存続を容認する潮流を「囚われたる民衆」と称
　して批判、天皇制廃止を主張した。
1949年4月高野死去とＧＨＱの占領政策が反共に転換により、種々の提言が黙殺され解散に至る。なお、
　提言の中には、「独立行政委員会制度」を提起するなど50年の電波三法の先取りをする内容のものもあっ
　た。

（２）電波三法の成立と電波管理委員会の設置と廃止
　　「電波法」「放送法」「電波監理委員会設置法」（1950年5月公布）
　　1950年6月「特殊法人・日本放送協会」設立（「社団法人・日本放送協会」解散）
　　7月　レッドパージ　→　ＮＨＫ119人追放

　　電波監理委員会＝電波監理を司る行政委員会で総理府の外局
　ＧＨＱの指示により制定された電波監理委員会設置法に基づき、1950年（昭和25年）6月1日に設置
された。電波の割当てや放送局に関する事項、社団法人から特殊法人となった日本放送協会（ＮＨＫ）の
役務に関する事項などを管理。電波と放送の監理・監督に関する第三者機関の独立行政委員会で、電気通
信省から監督行政を分離。米国連邦通信委員会(ＦＣＣ)に相当し、またＧＨＱもそれを目指した。
　また、人事の独立、放送の自由をＮＨＫに保障した。またＮＨＫの予算を審議決定し国会に提出した。
国会は出された予算案に意見を述べるだけで修正の権限はなかった。
　人事は国会の同意を得て内閣総理大臣が任命した委員長1人及び委員6人で構成。任期は6年。事務局
は、電気通信省の外局であった電波庁が電波監理総局として設置。
　なお、日本新聞通信放送労働組合（略称「新聞単一」）ＮＨＫ労組支部も設置を推進した。新聞単一は
レッドパージで新聞労連が分裂、新聞単一は解体する。ＮＨＫ労組支部も新聞単一から脱退し、単独組合
として日本放送協会労働組合（日放労）となる。
　1952年（昭和27年）4月、サンフランシスコ講和「独立」と同時に、吉田内閣によって、郵政省設置
法の一部改正に伴い、電波監理委員会は廃止され、電波事業は郵政省となり再度国家管理される事になっ
た。いわば、放送への政府介入のスタートであった。

（３）1953年 テレビ放送の始まり／免許制のもとでの政府統制
1953年2月1日にＮＨＫが、テレビの本放送を開始した。
　　　テレビ技術の開発＝原子炉メーカーである「ウェスティングハウス・エレクトロニック」「ゼネラル
　　　エレクトロニック」
　　　1953年1月15日：早川電機（現：シャープ）が、国産初のテレビ、TV3-14T 175,000円で発売。
（国税庁『民間給与実態統計調査』によると1953年の勤労者平均年収は197万3千円）

　＜正力松太郎と田中角栄＞
・正力松太郎は、民放のトップを切って1951年に日本テレビ放送網の計画を発表し、日本に民間テレビ
　放送網を設立するという大規模な構想を発表した。この構想は、アメリカからも資金援助を受け、技
　術・施設ともにアメリカの最新式のものを導入した。民放の本放送開始の一番手は、日本テレビ放送
　網で、1953(昭和28)年8月28日であった。
　　　正力は警察官僚。虎の門事件で更迭。読売新聞を買収し社主。国会議員（1955年）に。初代の科学
　　技術長官（1956年）兼原子力委員長。ＣＩＡではＰＯＤＡＭと呼ばれていた。
　　・1957年田中角栄郵政大臣（岸内閣）
　　　当時、民放５局（日本テレビ、ラジオ東京テレビ（現ＴＢＳ）、中部日本、大阪（現朝日放送）、北
　　　海道）。一挙に34局に予備免許を交付。フジテレビは1959年本放送開始。

３．戦後政治の総決算＝「戦争する国づくり」と安倍晋三の放送介入
　　安倍首相:個別報道機関と単独インタ、メディアの選別。歴代政権は共同記者会見方式。
　　安倍晋三1954年生まれ。1993年初当選、野党議員として。
　　1993年7月総選挙：宮沢内閣不信任案可決／選挙結果：自民野党転落。細川内閣誕生。

　＜9月21日日本民間放送連盟放送番組調査会が総選挙報道総括＞
　　椿貞良テレビ朝日取締役報道局長：選挙時の局の報道姿勢に関して、「今は自民党政権の存続を絶対
　に阻止して、なんでもよいから反自民の連立政権を成立させる手助けになるような報道をしようではな
　いか」「日本共産党に意見表明の機会を与えることは、かえってフェアネスではない」との方針で局内
　をまとめた、という趣旨の発言を行なった。
　・10月13日産経「非自民政権誕生を意図し報道／テレ朝局長発言」と報道。
　　これ以降、政治問題化する。国会に椿氏は喚問される。
この国会審議のなかで、郵政省放送行政局長が「政治的公平を定めた放送法違反があれば、電波法76
条によって電波を止めることもできる」と発言。

　＜バウネット・ジャパン問題＞
　　　2001年1月30日に放映されたＮＨＫ教育の番組「ＥＴＶ2001シリーズ　戦争をどう裁くか」の第２
　　回「問われる戦時性暴力」が、安倍らの圧力を受けて作り変えられた問題。
　　　2000年12月に、バウネット・ジャパン（ＶＮＪ）が東京で開催した「女性国際戦犯法廷」で、日本
軍による強姦や慰安婦制度が「人道に対する罪」を構成すると認定し、日本国と昭和天皇に責任がある
とした部分が全面的カットされた。
　　　2001年7月、ＶＮＪは、「制作会社との合意に反して審理の解説や判決言い渡しシーンを削除された。　　
　　　この編集により構成が取材を受けたＶＮＪ側の期待にそぐわないものになり、期待権を損ねた」とし
て、番組制作会社ドキュメンタリー・ジャパン（ＤＪ）、ＮＨＫ、ＮＨＫエンタープライズ（ＮＥＰ）
を提訴。一審・二審は勝訴。最高裁（2008年6月12日）で、逆転敗訴。
　　　高裁審理中の2005年1月12日朝日「ＮＨＫ　慰安婦番組改変／中川・安倍氏『内容偏り』幹部呼び
　　指摘」と報道。安倍のＮＨＫへの介入が高裁審理の中で明らかになる。

＜ＮＨＫ経営委員任命問題（2013年9月）と籾井会長選任問題（2014年1月）＞
　ＮＨＫの原発報道に不満だった、安倍とりまきの財界人グループ「四季の会」は、2014年1月任期満了
となる松本正之会長（前ＪＲ東海副会長）を交代させるために策動、そのための会合だった。すでに11
月、５人の経営委員の選任を終えていた。太陽光や風力などの自然エネルギー活用論者・大滝精一東北大
学院教授らが退任。経営委員・石原進ＪＲ九州会長再任。新たに選任された４人は、長谷川三千子埼玉大
学名誉教授、作家の百田尚樹、本多勝彦（日本タバコ産業顧問、、安倍の小学校時代の家庭教師）、中島
尚正海陽学園中・高等学校校長（安倍の盟友・葛西敬之ＪＲ東海会長は学校法人海陽学園の副理事長）。　
　これらの経営委員が籾井勝人を会長に任命。籾井会長就任の弁「日本の立場を国際放送で明確に発信し
ていく、国際放送とはそういうもの。政府が『右』と言っているのに我々が『左』と言うわけにはいかな
い」。

＜様々な介入＞
　　2013.3.23：早川洋ＴＶ朝社長、見城徹を介し、安倍と会食。
　　　見城徹（幻冬舎社長・ＴＶ朝番組審査委員長）
　　　小川健太郎著「約束の日・安倍晋三試論」（幻冬舎）。安倍後援会370万円、2千部買取。
　　　小川が事務局長の「放送法遵守を求める会」、岸井攻撃の広告を「読売」「産経」に。
　　2015年：テレ朝＝報ステ・古舘、TBS＝NEWS23・岸井、NHK＝クロ現・国井攻撃
　　2016年2月：高市総務相「時の政権が公平かどうかを判断して電波を止めることが可能」
　　2018年3月：ＮＨＫ大阪放送局相沢冬樹記者、「森友問題」をスクープ。報道部門から排除。その後、
　　　　　　　　退社。大阪日日新聞編集局長として「森友」を追及。
　　2020年10月：菅政権の学術会議任命拒否問題
　　　10.26放送ＮＨＫ・ＴＶ「ＮＷ９」に菅首相出演、有馬キャスターが予定外の「学術会議問題」の質
　　問。菅、応えられず、山田真貴子政府広報官がＮＨＫに圧力。
　　山田は2024年6月26日付で株式会社フジ・メディア・ホールディングス取締役に就任。

＜報道統制と懐柔＞
　権力に群がるマスコミ人／「七社会」＝朝毎読日産東共
　各種政府審議会委員
2010.5.2読売：小渕内閣の内閣官房長官であった野中広務は2010年に読売新聞の取材に応じ、毎月計
　5千万円、最高で月計7千万円使ったと述べた。使途は小渕恵三首相に月1千万円。自民党の国会対策委
　員長と参議院幹事長へそれぞれ月500万円。また、当時の議員の自宅建設費3千万円や野党議員の北朝鮮
　訪問に際して要求に応じたとも述べた。また、マスコミに登場する複数の政治評論家にも、盆暮れ数百万
　円単位で配られたとも証言した。

＜「官邸記者会見と内閣記者会」＞
本来「官邸記者会見」は「内閣記者会」が主催である。これが逆転して、「官邸」主導になっている。　
「官邸記者会見」にはフリーの記者がなかなか入れない。
内閣記者会は、常勤１９社＝通信２：時事、共同／テレビ６：ＮＨＫ、日テレ、ＴＢＳ、フジＴＶ、Ｔ
　Ｖ朝日、ＴＶ東京／新聞１１：読売、朝日、毎日、日経、産経、北海道、東京、京都、中国、西日本、ジ
　ャパンタイムス＝で構成。


４．メディアを国民のものに
　メディア自由度：国境なき記者団＝報道の自由度（180ヵ国・地域）
　2010年11位、15年72位、20年67位、22年71位、23年68位、24年70位

　記者クラブ制度＝ぶら下がり取材、発表記事／調査報道の軽視。（制度の廃止を）
　メディアへの激励と意見（投稿）
　ＮＨＫ会長選への取り組み（24年会長選で前川喜平氏の任命を求めて署名）
　「独立行政委員会」制度
＜「独立行政委員会」制度＞
　1950年、いわゆる電波三法が制定され、独立行政委員会である電波監理委員会が放送行政を司り、ＮＨ
Ｋの予算も同委員会が原則として国会に説明することで政治介入を防いでいた。
　しかし、1952年7月31日に郵政省設置法の一部改正に伴う関係法令の整理に関する法律により廃止さ
れた。電波監理委員会は郵政省に吸収され、国務大臣の諮問機関として電波監理審議会が設置される形で、
通信・放送行政は再度、国務大臣により管理される事になった。
　現在、総務省が放送局に対し、放送内容に亘る事項に関して厳重注意等の行政指導をする例が多くみら
れる。放送局は総務省から免許を受けることを通してその監督下にあるため、総務省から指導を受けるこ
とは現場に対する相当な圧力になる。とりわけその指導が放送内容に亘る事項に関するものであれば、そ
れによってもたらされる番組作りへの影響は計り知れず、マスメディアが市民の知る権利に応えるために
十分なものであるとはいいがたく、放送行政が政府から独立するための制度を確立することが必要である。
どのような組織にするのか、委員・運営・財政等の国民的議論が必要。
　なお、2009年、民主党政権時、総務省本省から通信・放送行政を切り離し、内閣府外局として通信・放
送委員会を設置方向で進んでいたが、法案提出に至らず2012年に下野。

世界各国（「放送研究と調査」NHK放送文化研究所発行2010年3月）
　米：米連邦通信委員会FCC＝Federal Communications Commission
　英：放送通信庁Ofcom
　仏：視聴覚高等評議会
　独：州報道監督庁（放送監督権は州にある）
　韓：韓国放送通信委員会KCC＝Korea Communications Commission
　台湾：国家放送通信委員会NCC＝National Communications Commission

　米：米連邦通信委員会
　　1934年設立
ラジオ・テレビ・電話・衛星など「放送」「通信」全般を管轄。産業の「振興」や免許付与、制裁など
　の権限。
委員は5人で、大統領が上院の助言と承認により、上院議員から任命、ただし、一政党から3名以内で
　任期は5年、再任可。委員長は大統領が任命。
　　スタッフは2000人　年間予算約4億＄（2019年）
委員会は立法府（連邦議会）に責任を負い、年次報告書提出の義務。行政府（大統領）には責任を負わ
　ない。
委員会は放送・通信事業に関する規則を制定することができるし、それに違反した場合は制裁を科する
　ことも出来る。被制裁者が異議のある時は連邦控訴裁判所に提訴できる。
　　委員会は定期的の公聴会を開催する義務を負い、公聴会の参加は一般人も自由にできる。

おわりに／「知る権利」の憲法の位置づけとメディアの使命

　第三章「国民の権利及び義務」の第10条から40条の31条項目には「知り権利」はない。

＜「知る権利」＞
　憲法21条1項が保障する表現の自由は、民主主義社会をつくるための重要な基本的権利である。自由
で民主的な社会は自由な討論と民主的な合意形成によって成立するのであり、自由な意見表明が真に保障
されていることが必要である。
　自由で民主的な社会が実現されるためには、市民が社会に関する事実や他者の意見を正しく知ることが
必要であり、そのことは絶対的の保障されなければならない。市民の知る権利の保障は、マスメディアの
報道の自由の保障なくして実現されない。

＜メディアの使命＞
　マスメディアは、報道の自由が市民の知る権利に奉仕し、そのことが市民社会をよりよく発展させると
いう使命を自覚すべきである。また、権力を握るものは、常に市民社会と対応し、時には対立関係にある。　　
　この対立関係にある時、権力者は市民社会を無自覚にするために情報隠し、情報操作を行ってくる。こ
れを、許さない為にマスメディアは常に権力を監視し、市民に情報を正しく伝えることが使命であること
を自覚しなければならない。そのことによって権力と対峙することに躊躇してはならない。

　◇（価格は本体、税別）
　　永田浩三「ＮＨＫと政治権力」（岩波現代文庫、2014年、1240円）
　　松田浩「ＮＨＫ　新版」（岩波新書、2014年、902円／旧版は2005年刊、絶版）
　　砂川浩慶「安倍官邸とテレビ」（集英社新書、2016年、720円）
　　山田健太「放送法と権力」（田畑書店、2016年、2300円）
　　南彰「報道事変」（朝日新書、2019年、790円）
　　長井暁「ＮＨＫは誰のものか」（地平社、2024年4月、2400円）
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